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韓国の紛争解決制度は，我が国の制度の受容から始まったが，韓国の経済的な発
展に伴い，特にADRにおいて，その内容の改編にはめざましいものがある。本稿で
は，韓国における産業財産権に係る紛争解決制度でもある著作権委員会，各種の調
停委員会ならびに貿易委員会などを考察する前に，民事，商事紛争を解決する制度
の静態について，ADRを中心に概説する。
１．斡旋
紛争当事者間で仲裁合意がされない場合，第三者を介した「あっせん制度」を利
用することができる。あっせん制度とは，商取引において発生する紛争について，
紛争解決の経験・知識が豊富な第三者が介入し，両当事者の意見を聞き，合意のた
めの助言と妥協・勧誘を行うことにより，合意に導く制度である。あっせんにおい
ては特に紛争当事者の協力が必要となるが，秘密保持が保障され，取引関係を持続
させうるという長所がある（古い情報であるが，2002年のあっせん事件受付数470
件のうち216件，2003年度受付数451件のうち158件が合意処理に至っている）。この
ようなあっせんの効力は，両当事者の自発的合意によるものであるから，法的拘束
力はない。
２．訴訟
１）民事訴訟による解決
裁判所の司法的手続を利用して紛争を解決する最終的な紛争解決方法である。
２）簡易訴訟による解決
Ａ　少額事件審判制度
1973年に制定された「少額事件審判法」により導入された制度であり，紛
争金額が2,000万ウォンを超えない請求事件に対する，即決の制度である。
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口述による提訴も認められ（法４条），原則として，審理は１回とされ，訴
訟代理についても配偶者や兄弟姉妹などを認める特別規定がある。
Ｂ　支払命令制度
債権者の申請により，書面審理で債務者に対して支払命令を発し，債務者
がこれに対して二週間以内に異議を申し立てないと，その命令に確定力と執
行力が認められる特別訴訟手続である（民事訴訟法462条）。債権額には制限
はない。
３．調停（Mediation）
１）調停の意義 
調停は，第三者である調停委員（Mediator）が独自に紛争解決のための調停
案を作成し，当事者の合意を勧告する方式の紛争解決制度である。広義では，
調停委員が紛争当事者双方の主張を折衷して和解できるよう，あっせん勧告
をすることをいうが，現行制度上は，概して，国家機関が制度的に行う場合を
いう。
調停は，当事者が互譲のうえで紛争を解決するものであるから，国家機関の
努力にもかかわらず当事者間で合意がされないと紛争は解決できない。これが
限界である。
２）大韓民国民事調停法の制定経緯
①民事調停法は，1990年に制定されたが，1993年以後，数回の法改正によって
拡大実施されてきた。現行民事調停法は，2012年１月17日に制定された法
（法律第11157号）であり，2012年４月16日に施行された。
1992年の民事調停法改正後，調停事件の数やその成功率は大きく増加する
ことになった。このような民事調停制度の活性化は，個々の裁判官の自発的
参加だけでなく，大法院（最高裁判所）の積極的な司法政策的実践に基づく
ものと考えられる。
②民事調停法は，1993年以後，数回の法改正によって拡大実施されている。法
改正を時系列的に列挙すると，以下のようである。
制定1990年１月13日法律第4202号
改正1990年12月31日法律第4299号（民事訴訟等印紙法）
1992年11月30日法律第4505号
1995年12月６日法律第5007号
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1998年12月28日法律第5589号
2001年１月29日法律第6407号
2002年１月26日法律第6626号（民事訴訟法）
2009年２月６日法律第9417号
2010年３月31日法律第10200号
2012年１月17日法律第11157号（民事調停法）
2012年４月16日施行
３）各種の調停制度
①現行の調停制度には，裁判所による調停と各種の行政機関による調停がある。
裁判所による調停（Court-annexed Mediation）には，民事調停法による民事
調停（法律第4202号，1990.9.1.施行）と，家事訴訟法（法律第4300号，
1991.1.1施行）による家事調停（第49条）があるほか，各種の特別法によっ
て設置された各種調停委員会による調停がある。
②家事調停
家事調停に関しては，1991年１月１日から施行された家事訴訟法によると，
民事調停法を準用することになっており（家訴法第49条），これに伴って調
停前置主義を強化して，特定の家事訴訟事件は，必要的に調停を経ることに
なっている（家訴法第50条）。相当の理由があり，当事者の反対の意思表示が
ない場合には，調停担当裁判官が単独で調停をすることができるようになっ
ており，調停に代わる決定もできるよう規定されている。調停又は確定した
調停に代わる決定は，裁判上の和解と同一の効力を有する（家訴法59条２項）。
③1990年代に入って，行政部傘下に設置された各種の調停委員会には，著作権
委員会，環境汚染紛争調停委員会，ドメイン・ネーム紛争調停委員会，消費
者紛争委員会，電子取引紛争調停委員会，金融紛争調停委員会，個人情報紛
争調停委員会などがある。
４）民事調停の手続
①民事調停は，紛争の当事者一方が調停を申し立てるか（民調法２条），第一
審の受訴裁判所の職権による調停への回付によって開始される（民調法６
条）。裁判所での調停は，調停担当裁判官と調停委員会が担当することを原
則とするが，事件内容によって，受訴裁判所が直接担当することが相当であ
ると認める事件については自ら取り扱うことができる（民調法第７条３項）。
②調停は，当事者や利害関係人の陳述を聴取し，簡易な方法による証拠調べあ
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るいは事実審理を行った後で当事者間の合意がなされれば，これを調書に記
載することによって成立し，裁判上の和解と同一の効力を有する（民調法第
29条）。
③当事者間で合意が成立しない，あるいは，合意された内容が相当でないと認
定された事件については，相当の理由がない限り，裁判所は職権で決定をす
ることになるが，このような職権によって行われる調停に代わる決定を「強
制調停」という（民調法30条）。調停に代わる調停に対して異議申立てがな
いとき，異議の申し立てが取り下げられたとき，ならびに異議の申し立てが
不適法であり，大法院規則が定めるところにより却下決定が確定したときに
は，調停に代わる決定は，裁判上の和解と同一の効力を有することになる
（民調法第34条４項）。
５）調停委員会
調停委員会は，裁判官の中で指定された調停長 1人と，学識と徳望ある者の
なかで委嘱された２人以上の調停委員で構成される。但し，当事者が合意して
調停委員を別に選定することも可能である（法７条ないし10条の２）。調停申
請すると，即時調停期日が指定される。当事者双方が裁判所に出席して申し立
てると，特別の事情がない限り，申立て当日が調停期日になる（法15条）。調
停手続の進行は，陳述聴取，資料の検討，証拠調査などがなされる（法22条な
いし24条）。
６）調停の成立，調停に代わる決定，調停の効力
①当事者の合意があると調停が成立し，調停調書が作成される（法28条）。合
意が成立しないとき，または，合意の内容が相当でないと認定されるときに
は，調停担当判事または調停委員会は，事件の公平な解決のため当事者の利
益その他の事情を斜酌し，職権で調停に代わる決定を下す（法30条）。
②家事調停に関しては，1991年１月１日から施行された家事訴訟法によると，
民事調停法を準用することになっており，これに伴って調停前置主義を強化
して，特定の家事訴訟事件は必要的に調停を経ることになっている（家訴法
第50条）。相当の理由があり，当事者の反対の意思表示がない場合には，調
停担当裁判官が単独で調停をすることができるようになっており，調停に代
わる決定もできるよう規定されている。
当事者が調停に代わる決定に対し，２週内に異議申立てをしないときには，
決定の内容とおり調停成立の効力が発生する（法34条４項）。調停が成立し
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なかったとき，または，調停に代わる決定に対し２週間以内に異議を申し立
てたときには，事件は，調停の申し立てをしたときに訴えを提起したものと
みなされる（法36条）。
②調停の効力は，裁判上の和解と同一の効力を有し（法29条），相手方がその
義務を履行しないときには，確定判決と同様，債務名義となり，これに基づ
き強制執行できる。
７）調停制度運用上の問題点の指摘
調停制度は早い段階で定着し，その利用が急増している。迅速かつ経済的な
紛争解決制度であるという認識が一般に広がったことも，その役割をサポート
している。しかし，職権回付による調停開始比率及び調停に代わる決定（強制
調停）に対する異議申立率が比較的高いということは，調停制度の活性化の見
地から，今後の改善課題として検討されなければならない。
また，調停制度がその意義を保つためには，調停案の内容が現実的妥当性を
もつ必要があるから，専門的識見を備えた各界の専門調停委員会の確保と調停
委員のための調停，協議および手続などに関する適切な教育が検討されるべき
であろう。
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３．和解（Compromise）
１）訴訟提起前の和解
当事者は，民事紛争について，民事訴訟を提起する前に，他の当事者の一般
管轄が所在する地方裁判所に，申立ての主たる趣旨と理由また紛争の状況を明
記して，和解の申し立てをなすことができる（民訴法385条１項）。この申立て
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には，訴訟に関する諸規定が変更を加えて適用される。和解が成立したときに
は，裁判所の書記官は，調書に必要事項を記載する。この調書は，裁判上の和
解の効力を有する。和解が不成立のときには，裁判所の書記官は，調書にその
理由を記載する。申立人または他の当事者が期日に出頭しないときにも，裁判
所は和解が成立しなかったと見なすことができる。和解が不成立の場合には，
当事者は訴訟を提起することができ，訴訟を提起するために適式な申立書が存
在し，和解の申立書が提出されたときに，訴訟が係属したものとみなされる
（法388条）。
２）和解勧告決定（Ruling of Rcommendation for Compromise）
民事訴訟の係属中に，裁判所，付託裁判官もしくは担当裁判官は，当事者の
利害また他のすべての状況を考慮して，請求の趣旨に反しない範囲内で事件を
公平に解決するために，職権で（ex officio）和解勧告決定をなすることができ
る（民訴法225条１項）。この決定に不服な当事者は，関連する調書または決定
書の謄本の送達を受けた日から２週間以内に，この決定に対して異議を申し立
てることができる（民訴訟226条）。異議が法の定める手続に反するとき，また
は，異議申立の権利の消滅の後に申し立てられたと認定されたときには，裁判
所，付託裁判官もしくは担当裁判官は，その瑕疵が治癒されえないと判断する
ときには，決定で異議申立を却下する。また，付託裁判官もしくは担当裁判官
が却下しないときには，裁判所がそれを却下する。この却下決定に対しては，
当事者は，即時抗告することができる（民訴法230条）。和解を勧告する決定は，
所定の期間内に異議の申し立てがなされないとき，また，異議の申立てを却下
する決定が終局的かつ終結的になったときなどには，裁判上の和解と同一の効
力を有する（民訴訟231条）。この異議が適法であるときには，訴訟は，和解を
勧告する決定前の状態に戻り，それ以前になされた手続行為はあるがままの効
力を有する。和解を勧告する決定は，判決がその審級で下されたときには，そ
の効力を喪失する（民訴法232条）とされている。
５．仲裁（Arbitration）
１）仲裁の意義
①仲裁は，紛争を国家機関たる司法の法官（裁判官）による判決ではなく，当
事者が選任した仲裁人によって下された仲裁判断（Arbitral Award）によっ
て最終的に解決する自主的紛争解決制度である。仲裁としての国内仲裁であ
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れ国際仲裁であれ，紛争解決方式自体としては異なるものではない。
②しかし，仲裁は，訴訟手続とは異なり，あくまでも当事者自治の原則に由来
するものであるだけに，仲裁手続の開始のためには当事者の間に仲裁合意
（仲裁契約）が存在しなければならない。仲裁契約は，紛争発生以前の段階
あるいは契約締結時に，当事者間の紛争を仲裁によって解決するとの合意で
あり，通常は，書面によって行われる。仲裁の最大の目的は，可能な限り迅
速かつ簡易な手続によって紛争を解決することである。また，仲裁手続は非
公開で行われるので，紛争の内幕や営業上の秘密などを外部に漏らすことも
なく，当事者間の事業の断絶をすることもなく紛争の解決をはかるための有
効な手段である。
③仲裁手続は単審制であるので，仲裁判断によって紛争を終結することができ，
この仲裁判断は，当事者にとって裁判所の確定判決と同一の効力を有する。
この仲裁判断に対しては不服申立てや上訴を許さないのが原則である。ただ
し，仲裁判断取消事由がある場合には，裁判所にその取消の訴えを提起する
ことは認められる。とはいえ，仲裁判断が下されると，当事者はこの判断に
拘束され，自ら仲裁判断の内容を履行しなければならない。しかし，仲裁判
断はそれ自体として執行力をもたないので，強制執行をするためには，別途
裁判所による執行判決訴訟により執行力を取得しなければならない。
④仲裁制度が，適正・公正を目標とする民事訴訟手続に比べて，より国際取引
紛争の解決に適するというのは，専門性と迅速性に重きをおくからである。
当事者が，ある国で訴訟により判決を取得したとしても，その判決はその国
の公権的解決であるために，これに基づいて他国で権利を実現するのは容易
ではない。特に，国際取引紛争においては，国際社会で統一的な裁判制度や
適用規範がないため，訴訟の結果に対する予測可能性が乏しいが，仲裁判断
は，ニューヨーク条約などがあるために，外国判決よりも承認・執行が容易
である。
２）仲裁法の制定と改正
①韓国においては，1912年以降朝鮮民事令により日本民事訴訟法が適用されて
いた。仲裁制度は，1945年から1960年は，日本の民事訴訟法の下，旧仲裁法
「公示催告及ビ仲裁手続ニ関スル法律第８編仲裁手続」が存在した。1960年
に韓国民事訴訟法が制定された。その理由は，1962年に施行された経済開
発５ヵ年計画で対外貿易量が増加し，これとともに発生する紛争を迅速に解
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決する必要が生じたからに他ならない。仲裁に関する規定が削除された結果，
仲裁法は，空白期間を迎えることとなる。
②1966年仲裁法（The Arbitration Act of Korea）（法律第1767号，1966.3.16）及
び商事仲裁規則が制定されたことにより，仲裁法は，本格的に発展した。こ
うして，仲裁法が再び単行法として制定された。韓国政府は，1973年２月８
日，外国仲裁判断の承認及び執行に関する国連条約（Convention on the
Recognition and Enforcement of Foreign Arbitral Awards: 1958年のニュー
ヨーク条約）に加盟した。そして，同年，産業資源部長官が指定する商事仲
裁を行う社団法人を置くこととし，韓国商事仲裁協会（The Korean
Commercial Arbitration Association：“KCAA”）が設立される。しかし，
1980年代に入って，対外貿易の急増と国際取引による多様な形態の紛争が発
生したことから，これに対する紛争解決手段として仲裁の利用を拡大し，国
際状況にも適応するために仲裁法を改正する必要性が認識されるようになっ
た（Vgl. Herdegen, Internationales Wirtschaftsrecht(2.Auf1.,1995),§ 6,5）。
②1980年，韓国商事仲裁協会は，「大韓商事仲裁院」（The Korean Commercial
Arbitration Board：“KCAB”）へと名称を変更し､大韓商事仲裁院は､仲裁規
則（Arbitration Rules）を確立し，更に，1985年UNCITRALが国際商事仲裁
に関するモデル法を制定し，1998年，改正仲裁法を施行した。大法院は，
1989年11月16日仲裁院が制定した仲裁規則を承認し，同法は1990年１月１日
に施行された。韓国では，これを受けて，仲裁の国際化に伴う制度改善の必
要性などが検討されてきたところ，仲裁法改正研究会は，国際基準に適合す
るUNCITRALモデル仲裁法を積極的に受け入れることにし，1999年新仲裁法
が制定，施行された（法律第6083号，1999.12.31改正）。この仲裁法は，本文
41条と附則３条からなる。KCABの仲裁規則は，その後，2000年，2004年，
2008年に大法院により改正がなされてきた。そして，2010年にUNCITRALの
仲裁規則が総会の決議（65/22）により改訂をされたことを機に，KCABの国
際仲裁規則が2011年６月29日に大法院により改正され，同年９月１日に施行
される。この規則と歩調を合わせ内国仲裁規則も同日付けで改正，施行され
るに至ったのである。
③1999年仲裁法制定（法律第 6084号）と改正理由
「企業の国際化の趨勢によってもたらされる国内外の商事紛争を，仲裁制
度を利用して迅速に解決すべき必要性が増大しているにもかかわらず，現行
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仲裁法は多様な類型の国内外の商事紛争を効率的に解決するに不十分であ
り，国際的に確立した基準と先進立法を積極的に受容して，韓国の仲裁法が
国内外の商事紛争を公正・迅速に解決できる準拠法となれるようにし，よっ
て国際商事紛争の解決にわが仲裁制度の利用を活性化させて国家競争力を高
めるとともに，仲裁制度の発展とその利用の拡散を図ろうとするものである」
（韓国官報14395号）（1999年12月31日）。
３）仲裁制度の成立の経緯 
1999年までのこれらの改正経過を時系列に列挙すると，以下のようである。
1912年：朝鮮民事令により，日本民事訴訟法が適用
1945年から1960年：日本の民事訴訟法
旧仲裁法「公示催告及ビ仲裁手続ニ関スル法律第８編仲裁手続」
1960年：韓国民事訴訟法制定：仲裁に関する規定の削除，仲裁法の空白期間
1966年：仲裁法（The Arbitration Act of Korea）と商事仲裁規則の制定
1973年：仲裁判断の承認と執行に関するニューヨーク条約に加盟
Korea joined the U.N. Convention on the Recognition and
Enforcement of Foreign Arbitral Award in 1973
1973年：韓国商事仲裁協会の設立
The Korean Commercial Arbitration Association（“KCAA”）
1980年：「大韓商事仲裁院」へと名称変更
The Korean Commercial Arbitration Board（“KCAB”）in 1980.
The KCAB established the Arbitration Rules
1985年：UNCITRAL国際商事仲裁に関するモデル法の制定
（2006年改正）
1998年１月１日：ドイツの改正仲裁法施行
1999年12月31日公布：UNCITRAL仲裁規則の採用
：仲裁法制定（法律第 6084号）
３）改正仲裁法の全体的特徴
①国内仲裁と国内仲裁を区別しない共通方式
ア　韓国は大陸法系，分離方式は，英米法国
イ　国際・内国仲裁の区別が困難
ウ　国際仲裁に関するモデル法の規定は，内国仲裁にも適用しやすい
②モデル法の一括採用ではなく，充実な受容としての取捨選択方式：モデル法
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の大幅な受容を原則とし，韓国の体系に合うような最小限度の修正を施す
③内国的にも完璧な仲裁法の構築
４）仲裁利用の現況
仲裁法に基づいて設立された唯一の仲裁機関として，社団法人大韓商事仲裁
院（KCAB）がある（仲裁法第40条参照）。大韓商事仲裁院で行われている商
事仲裁の運用現況をみると，仲裁事件の総受付件数は，1996年 109件・（国内
73件，国際36件），1997年 133件（国内82件，国際51件），2001年 197件（国内
132件，国際65件），2002年 210件（国内163件，国際47件），2003年 211件（国
内173件，国際38件）であり，多少の増加が見られる。
仲裁事件の処理期間は，1996年は国内事件129日，国際事件161日，1997年は
国内事件118日，国際事件は154日であったが，2002年は国内事件217日，国際
事件305日，2003年は国内事件204日，国際事件240日となっており，処理期間
の短縮が認められる。
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【中村達也「日本の国際仲裁のこれから」国際商事法務第41巻２号（2013，192）】
［仲裁期間の略語］
AAA-ICDR:American Arbitration Association-lnternational Centre for Dispute Resolution（アメリ
カ仲裁協会一紛争解決国際センター）
ICC:International Chamber of Commerce（国際商業会議所）
CIETAC:China International Economic and TradeＡrbitration Commission（国国際経済貿易仲裁
委員会）
LCIA:London Court of International Arbitration（ロンドン国際仲裁裁判所）
SIAC:Singapore International Arbitration Centre（シンガポール国際仲裁センター）
SCC:Stockholm Chamber of Commerce（ストックホルム商業会議所）
KCAB:Korean Commercial Arbitration Board（大韓商事仲裁院）
VIAC:Vietnam International Arbitration Centre（ベトナム国際仲裁センター）
BAC:Beijing Arbitration Commission（北京仲裁委員会）
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